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日　　時／2008（平成20）年1月31日（木）
　　13:20 〜16:55

会　　場／ドーンセンター（大阪府大阪市）
・基調講演

「企業の社会的責任（CSR）と人権」
水尾　順一

・事例発表

日新電機株式会社のCSR
日新電機株式会社

わが社のCSRの取り組み　＿DV被害者の緊急一時保護活動
両備タクシーセンター

マツダ及びマツダグループにおける
人権擁護活動に就いて
マツダ株式会社

・パネルディスカッション

日　　時／2008（平成20）年2月6日（水）
　　13:20 〜16:55

会　　場／ニッショーホール（東京都港区）
・基調講演

「企業の社会的責任（CSR）と人権」
水尾　順一

・事例発表

ファンケルグループのCSR活動
株式会社ファンケル

障害者との共育　＿それが現実だった
株式会社中西

DNPグループのCSR
大日本印刷株式会社

・パネルディスカッション
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※肩書きおよび企業の概要等は特に断りのない限りセミナー発表当時のものです。
※文中の障害者の「害」「がい」の表記は、発言者の意図に従いました。

　この冊子は、2007（平成19）年度に大阪と東京で開

催された「『企業の社会的責任と人権』セミナー」の概

要をまとめたものです。

　同セミナーは、経済産業省中小企業庁が、企業にお

ける人権啓発等の取り組みを支援するため、CSR（企

業の社会的責任）や人権啓発の具体的な事例を紹介

し、各企業が今後取り組んでいく上での参考に資する

ことを目的に、毎年実施しています。

この冊子を「Act Now!—今すぐ行動を—」

と名づけました。さまざまな分野で企業の社会的責任

が問われ、人権への配慮が求められる今日、企業の

それぞれの現場でCSRと人権のための行動を始めよう

とする皆さまの役に立ち、活用していただけることを願っ

ています。
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一般の市民の人たち、そういったス

テーク・ホルダー（利害関係者）の人

びとと一緒に進めること。これをス

テークホルダー・エンゲージメント

（参画）と言います。

　CSRの大前提となるコンプライアン

ス（法的責任）は制度的義務で、その

上にCSRの主体的な取り組みの責任が

生じると考えてください。例えば環境

に重点を置く会社は、コンプライアン

スに加えて環境保護の取り組みもする

でしょう。しかし、法的責任をおろそ

かにして社会貢献活動だけをCSRとい

うのはあり得ないのです。

大前提として、法律の遵守や
納税などの義務を果たすことが
コンプライアンスの要件

　私も企業人でしたが、企業は売り上

げ・利益を出さなければいけません。

しっかり売って、沢山稼いで、社員に

給料を払い、地域に税金を払う。これ

が企業の一番大きな社会的責任です。

その支払った税金の中から、国家や地

方行政が福祉を考えるわけです。

　現代では、それだけではなく、企業

は、主体的な取り組みの中で、経済や

社会、環境問題を考えながらやってい

かねばなりません。ただし、大前提と

して法的責任があります。それがコン

プライアンスです。

　だから、CSRは社会貢献活動だけで

はありません。「うちの会社はCSRな

んてとてもとても」そんなことを言わ

れる経営者がいましたが、大きな誤解

です。法的責任、経済的責任という

バックボーンになる活動があってこそ

のCSRです。先ほど大前提に、コンプ

ライアンスがあると言いましたが、そ

の中に人権も入ります。人権は、日本

の企業が現在最も積極的に取り組まな

ければいけない課題といえます。

日本において企業が
特に考えるべき
人権の課題とは？

　さて、社内ではすべての社員が楽し

CSRの活動を進めていくという草の根

のCSRが大事です。それが現場を巻き

込んで仲間たちと一緒に進めるコンプ

ライアンスであり、CSRであり、ある

いは人権問題の解決となるのです。

　組織内に人権問題などの担当者は

必要ですが、その人だけが一生懸命

で、他の社員が単に受動的になってし

まったら、大間違いです。現場の仲間

たちと一緒に進める体制をつくること、

これが活動の核になってきます。

　常に目に触れるコミュニケーション

啓発活動のツールも活用してはどうで

しょうか。社内のポストイットやメモ

用紙にヘルプラインの電話番号が印刷

されていて、「何かあったらいつでも

相談してください」と書いてあり、仕

事の中でこういうものに目が触れる。

これがコミュニケーションです。ホッ

トライン、ヘルプラインはさまざまな

企業が設置しています。その目的は不

祥事をなくすこともそうですが、それ

以上に、お互いに自由に物が言える、

すばらしい会社にすることにあります。

不祥事や事件が起きる前に相談する意

味で、ヘルプラインを使ってほしいし、

そういう組織になっていけばいいなと

思います。

　CSRと人権の問題では、社員は社会

に対して取り組みを推進する主体とし

ての側面と、会社のステークホルダー

という客体としての側面を持っていま

す。その意味で社員である彼ら彼女ら

の目線が大事です。また本社の人間だ

けが進めるのではだめです。

　常に現場の社員とコミュニケーショ

ンをとり、メンバーに入ってもらい、

一緒に進めること。これがCSRの目線

です。現場の社員の理解と納得を得て、

一体になって進めることがなによりも

大事です。

　CSRは「目線は社員、視点は社会」

です。また、社員は一市民でもありま

す。そんな意味でCSRの輪を広げるこ

とを、社員と一緒に、ぜひお考えいた

だければと思います。

　ご清聴ありがとうございました。

　今日は4つのお話をします。まず、

CSRとは何かということ。第2は、そ

の根幹になるコンプライアンス（法令

遵守）について。第3は、人権と労働

について。最後に、CSRと人権の取り

組みを誰が進めるかということを考え

ます。

CSRは企業と社会の
持続的発展のための
取り組み

　CSRについては、いろいろな説明や

定義がされていますが、私は次のよう

に定義しています。

　まず、企業と社会が一体になった持

続可能な発展が第一です。そのために、

何をさておき法令を遵守し不祥事を予

防すること。不祥事があったのでは元

も子もありません。企業だけではなく

自治体、行政も同じです。その上で、

経済・社会・環境のトリプル・ボトム

ライン（※1）に貢献していくことになり

ます。

　そして、その過程をいわゆる社員や

く仕事ができることが大切です。嫌な

思いなどせずに、みんなと仲良く、笑

顔で話のできる会社や組織にならなけ

ればいけません。そのためにも、人権

が基本なのです。

　日本企業では、人権を考えるときに

3つの課題があるといわれます。一つ

はハラスメント、いじめです。二つ目

は、サービス残業や職場でのコミュニ

ケーション不全が引き起こすメンタル

ヘルスの問題があります。これは、最

近の大きなテーマです。三つ目は、男

女共同参画の問題。男性と女性がとも

に働くということです。

　まず第1のパワハラ、いじめの問題。

夜飲みにいって無理やり酒を飲ませる

のはアルコール・ハラスメントです。

セクハラはもちろんあってはなりませ

ん。いろんなハラスメントがあります

が、パワハラを防ぐためには、リー

ダーが部下をしかる場合には、底辺に

愛情をもって、部下を育てる気持ちが

ないといけません。ふだんは優しく、

そして仕事は厳しくが肝要です。組織

には、部下を支援し、人を育てる部下

支援のリーダーシップが必要です。

　アメリカではサーバント・リーダー

シップという概念があります。サーバ

ントというのは直訳すると奉仕をする

という意味です。社長も役員も管理職

も、現場の人たちが働きやすいように、

どうやって彼らをサポートし育てるか、

常に考えることが大事です。

　これができる会社は、第一線の社員

が上ばかり見て仕事をするヒラメ人間

にはなりません。お客様のために何が

できるかに積極的にエネルギーを注ぐ

ことができるので、顧客満足（CS）

につながります。ということは、CSの

大前提に従業員満足（ES）がないと

だめなのです。それが一体になって初

めて、他者を支援するリーダーシップ

という概念につながってきます。

　第2はメンタルヘルスの問題です。

これは現代の病で、ITにも原因があり

ます。皆さんは、メールで仕事をされ

るでしょう。多い人は、1日に150から

200通のメールが来て、そのメールの

処理に追われ、自分の工夫やアイデア

を考える仕事はその後になってしまう。

しかも便利ですから、すぐそこまで足

を運んで打ち合わせにいけばいいもの

をメールですませてしまう。でもメー

ルは意外に時間がかかるので、ますま

す追い詰められてしまいます。こうし

て対話がなくなって、コミュニケー

ション不全になる。こんな状況で精神

的なストレスがたまるという人が増え

てきました。そうならないために、

もっとお互いにコミュニケーションを

とりながら、風通しのよい職場のあり

かたを考えていかなければいけないの

です。風通しがよい職場とは、自由に

物が言えて、それをみんながちゃんと

聞き、お互いに考えていることを共有

できるということです。

　三つ目の課題は、男女共同参画です。

次世代育成支援対策推進法を中心と

したワークライフバランスの課題とあ

わせて、考えなければいけません。昔

は、「女性はお茶くみ、コピー」とい

うような風潮がありましたが、今は違

います。一緒になって仕事をするため

の福利厚生や働き方の支援も、組織が

考えるべき課題です。働きやすい体制、

育児休業や育児時間はどう確保すれ

ばいいかなどを一緒に考えていく必要

があります。

　他にも、ガラスの（ように見えな

い）天井の問題もあります。女性はこ

こから上に昇進できないというような

ことは論外です。女性の管理職比率は

大企業で日本は8.9％ですが、アメリカ

は45.9％です。（ILO資料,2004年より）

同じ人間でありながら、どうしてこん

なに違うのでしょうか。

社会に目を向けて
組織のみんなが一緒になって
進めるのがCSR

　最後に、CSRの推進体制、成功の

秘訣についてお話ししたいと思います。

人権を進める上でだれが核になって

やっていくか。キーマンは社長ではな

く、現場の社員と言えます。社員が自

分たちの人権・労働のことを考え、そ

して中核になって社会に提言をして

基調講演

「企業の社会的責任（CSR）
と人権」
企業人が忘れてはならない
CSRと人権の4つのポイント

水尾順一
MIZUO Junichi

東京工業大学特任教授
駿河台大学教授・
経済研究所長
CSRイニシアチブ委員会代表

※1	Triple Bottom Line：企業活動を「経済」・「環境」・「社会」の3つの視点から捉えて評価するという考え方。



社員相互の信頼
信頼を生み出す原点は私たち
社員です。私たちは、意欲の
あるすべての社員が仕事を通
して安定した生活、生きがい、
成長を実現できるようお互いに
協力します。

お客さまからの信頼
私たちは、お客さまの役に立つ安定した品
質の製品・サービスを提供します。そのた
めに、私たちがお客さまに提供する価値の
源である技術の向上に努力します。さらに
常に誠実な対応を心がけ、お客さまから永
く付き合っていただける会社を目指します。

社会からの信頼
私たちは、法律等の社会的規範を遵
守し、自然環境との調和に努め、地
域社会と良好な関係を築くことに心
がけ、社会の良き一員として認められ
る会社を目指します。

株主からの信頼
私たちは、日新電機を資本面から支
えてくださる株主のために、適切な
水準の配当と長期的な株主価値向
上に努力します。

パートナーからの信頼
私たちは、協同でビジネスを行うパー
トナーとの関係を大切にします。誠実
かつフェアな対応を心がけ、ともに成
長することを目指します。

5つの信頼
「CSR報告書2007」より
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　人々の生活に欠かせない電力を安定
供給する機器をつくり出し、社会と産
業の基盤を支える—これが日新電
機の使命であり、社員一人ひとりの誇
りであります。1917（大正6）年の創
立以来90年以上、日新電機は、お客さ
まをはじめ皆さまからの信頼を得られ
るようひたすら努力を続けてまいりま
した。
　当社のCSR活動の基本方針は、「企
業理念—ミッションと行動理念で構
成—を実現すること」と「社員一人
ひとりがCSR活動を自主的・着実に実
践すること」です。日新電機は、ミッ
ションを「人と技術の未来をひらく」

としています。つまり、人と環境にや
さしい永続的な社会の実現を目指して、
独創的な技術を生み出し、社会と産業
の基盤を支えるということです。コン
プライアンスをベースにして、社員の
人間的成長を支援する。その上で初め
て人と環境に優しい製品とサービスが
提供でき、当社らしい社会貢献活動が
できるということです。
　私たちは、行動理念の原点に「5つ
の信頼」をおいています。お客さま、
株主、協同でビジネスを行なうパート
ナー、社会からの信頼と、社員相互の
信頼です。今日はその中で、社員相互
の信頼と、社会からの信頼の2つにつ

いて説明します。

キャリアアップと
自己実現の支援で、
社員相互の信頼づくり
　まず、社員相互の信頼のために、社
員のキャリア開発支援は避けては通れ
ない課題です。社員が自ら伸びようと
する意欲を支援して、自己実現の場を
提供しています。具体的には、基礎能
力向上の場として「日新テクノカレッ
ジ」を開講しています。上司からの指
示ではなく、社員が手を挙げて参加す
る勉強の場であり、参加者が多すぎて

何回も開催している教室や、少なすぎ
て中止になった教室もありますが、あ
くまでも社員の勉強したいという意欲
を推進する体制です。
　2006（平成18）年には体験型研修
所「日新テクノアカデミー」を開所し
ました。製品設計や保守技術・技能の
向上と継承は、実際の設備で操作・点
検しながら教育を重ねることが重要で
す。そこで、本研修所には変電所に設
置されている実物の受変電設備や制御
システム装置、開閉装置などを設置し
ました。また、製造を終えた古い機種
や部品も揃えて、画像などを併用しな
がら五感に訴える実践教育を行なって
います。

Case Study

Act/1
事例発表

大阪
OSAKA

日新電機 株式会社

本社　	 京都府京都市右京区
	 梅津高畝町47番地
代表者　	 天野嘉一
創立　	 1917（大正6）年
資本金	 102億5284万円
社員数　	 1773人
事業内容	 受変電設備、調相設備、
　　　　　制御システム、ビーム・真

空応用装置の製造・販売
URL　	 http://nissin.jp/

井上昌幸
INOUE Masayuki

日新電機株式会社
経営企画部主幹

社員の意欲に基づくキャリア開発支援と女性が活躍しやすい環境づくり。
そこから生まれる男女を超えたコミュニケーションと相互を尊重する関係。
社員の人間的成長があっての企業と社会という観点から築くCSR活動は、
「信頼」がキーワードです。

社員相互の信頼を築いてCSRを推進

　女性活躍支援チームで、さまざまな
部署の社員が集まって話す機会を重
ねたところ、女性の比率が少なく、孤
立しがちといった全体的な問題が見え
てきました。そこで「WINGフォーラ
ム」を開催し、全国から女性が集まっ
て情報交換をし、ネットワークを広げ
られるようにしました。
　また、活動を通じて見えた問題をま
とめ、総務人事部に改善の提案をしま
した。1つの改善例として、「育休サポー
ト体制の開始」があります。育児休業
制度は以前から整備されていましたが、
実際に使う本人や上司の不安に応える
しくみが不足していました。そこで、各
拠点にいる総務人事系の社員が育休
アドバイザーとなり、社員の相談に
乗ったり、上司を交えて職場復帰につ
いて一緒に考えたりして、不安を解消
することができるようになりました。既
存の制度を社員の目線で検証し、より
柔軟に運用されるようになったことも、
この活動の大きな成果だと思います。

Voice
太田亮子
OHTA Ryoko

総務人事部主査

女性の声が生かされて
制度の運用が柔軟に

女性も男性も
やりがいのある職場が
会社全体を活性化
　2004（平成16）年には、「女性活躍
支援チーム」をつくりました。性別に
とらわれず、個々人が強みを発揮でき
る職場であれば、女性も男性も輝きな
がら、やりがいをもって働けるという
考えのもとに活動し、2006（平成18）
年に、男女雇用均等推進企業として厚
生労働省京都労働局長優良賞を受賞
いたしました。
　「女性だから」という気兼ね・遠慮を
なくす意識改革、仕事と生活の両立支
援、個人の成長の支援を活動の3本柱
とし、これまでイベントの開催や意識
アンケート、女性活躍支援のビジョン
の策定といった活動をしています。
　2007（平成19）年には、各部門で状
況に応じた女性活躍支援を進めるため
に、WING活動を実施しました。
WINGとは、「私たちが、活き活き、日
新電機で、がんばる活動」の頭文字で、
女性の活動を引き金にして男性を巻き
込んでいこうというものです。部門長
と女性部員が議論を交わし、「活き活き
働ける職場」のイメージを共有するコ
ミュニケーションステージと、見つけた
問題に対し女性が中心となって改善に
取り組むチーム活動ステージの実施に
より、女性の意見や活動が多くの人に
理解されるようになりました。
　こうした経験を通じて、性別や雇用
形態にかかわらず全社員が自ら考え判
断し、協力しあって行動できるように
なり、会社全体の活性化と成長につな
がることを期待しております。今後は、
組織や男女を超えたコミュニケーショ

谷崎潤一郎が、こよなく
愛した邸を1956（昭和
31）年に託され、迎賓館
「石村亭」として保存して
いる。譲渡から50年目の
一昨年、一般公開を企画
したところ、50名の定員
に対して全国から4700名
の応募があった。

環境配慮型の製品であることを
顧客向けに周知するためのラベ
ル。配慮型製品を生産していると
いう実績から、社員に対する動
機付けの効果も期待。

女性社員が中心のWING
活動は、職場での問題点
改善などを提起。議論を
重ね、ネットワーク作りを
する中で、女性管理職や
主任の増加や、各種支援
制度の充実などに反映さ
れてきている。

ンの推進と、互いのワーク・ライフ・バ
ランスの尊重にも注力してまいります。

文化活動をきっかけに
地域社会の信頼と
コミュニケーションへ
　京都らしく、観光客への駐車場開放
「パーク&ライド」や、京都議定書が
結ばれた地での環境イベント「びっく
り!エコ100選」への参画をはじめ、下
鴨神社に隣接した谷崎潤一郎旧邸「石
村亭」の維持・保存など、さまざまな
文化活動を続けています。これからも
日新電機らしい地域に密着した社会貢
献活動を積極的に行なってまいります。
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24時間走っている
タクシーだから
できることがある

　両備タクシーセンターは、4社のタ

クシー会社447台の配車をしており、

これは岡山市内では大体22%になりま

す。タクシーという乗り物を商売道具

として、お客様を安心安全に目的地ま

でお運びし、運賃・料金をいただいて

います。当社のサービスメニューには、

通常の配車業務、観光タクシーのほか、

福祉車両による介護タクシーも走らせ

ています。そういった輸送の仕事の中

で、当社が行なっているCSRの活動の

中から、代表的な例をいくつかご紹介

いたします。

　タクシーは24時間いろんなところを

走っており、不法投棄の現場を目撃し

たり、事件や事故に遭遇することもあ

ります。そこで、岡山市や警察・消防

署に通報連絡する街の安全パトロール

の活動をしています。2006（平成18）

年からはその活動を拡大して「両備こ

ども110番」とし、通学途中の子ども

さんから助けを求められたら車に乗せ

てお預かりする、危険を回避すること

に車両を提供しています。

　また、深夜のコンビニエンスストア

でお客さんがいないときに犯罪がおこ

りやすいということがあります。一方

タクシーは待機場所が必要ですから、

コンビニの駐車場を使わせていただく

かわりに用心棒をする、防犯待機の提

携もしています。

GPSを活用した、
官民連携の
DV被害者保護の活動

　こうした中でも、私どもが企業の社

会的責任を果たすために取り組んでい

るのが、DV（ドメスティック・バイオ

レンス）被害者緊急一時保護の活動で

す。2004（平成16）年12月に岡山市か

らの依頼を受け、「DV被害者緊急一時

保護連携協定」を結び、スタートしま

した。

　2003（平成15）年に国の「配偶者か

らの暴力の防止及び被害者の保護に関

する法律」、いわゆるDV防止法が施行

されました。岡山市では、「岡山市男

女共同参画社会の形成の促進に関す

る条例」の規定をもとに、国のDV防止

法を補完する形で緊急一時保護や自立

支援のための保護など、よりきめの細

かい対策を加えて独自に効果的な被害

者の保護ができるようになっています。

　さらに岡山市には、DV被害者に自

立支援金を支給する「サンフラワー基

金」という民間の基金があります。当

社の社長がこの基金を支援しているこ

ともあり、当社にも協力できることが

ないだろうかという思いから、この活

動がはじまりました。

　私どもがこのDV対策事業の中でお

役に立てる理由は、当社はGPS配車を

取り入れているので、衛星で市内を走

る車両の位置がわかるため、被害者に

最も近い車を探して24時間いつでも迅

速に配車できるからです。私どもがた

ずさわる業務は、DV被害者の緊急一

時保護において、両備タクシーセン

ターがみずからの費用で被害者を安全、

確実に保護施設へ移送するものです。

官民が連携した先駆的な取り組みとし

て、全国的にも高い評価を受けており

ます。

住みよいまちに
するために、
踏み出した一歩

　岡山市の24時間対応のDVホットラ

インにかかった被害者の電話を受けて、

市の担当者が緊急一時保護が必要だ

と判断した場合には、両備タクシーセ

ンターに連絡が入ります。すると我々

は、被害者がおられる場所にタクシー

でお迎えにあがるように、近くにいる

ドライバーに指示するとともに、到着

予想時間を市の担当者へ連絡します。

担当者は、保護施設と警備会社へ到

着予想時間を連絡します。ドライバー

が指定された施設へ被害者をお運び

した時点で同様に市の担当者に報告し

て、われわれの業務は終わります。

　そして、職員には正確・迅速に遂行

するためのマニュアルを配り、DVに

Case Study

Act/2
事例発表

大阪
OSAKA

両備タクシーセンター

本社　	 岡山市豊成1丁目14番12号
代表者　	 小嶋光信
創立　	 1982（昭和57）年
社員数　	 30人
事業内容	 タクシー受注
	 並びに共同配車、
	 タクシー代行事業、
	 訪問介護事業
URL　	 http://www.ryobitc.com/

仲村信一
NAKAMURA Shinichi

両備タクシーセンター
センター長

24時間、地域のなかを動きながら見ているタクシーの視線を
住民の安心・安全にどのように役立てられるのか。
行政との確かな連携の上で実現した、
DV被害者の緊急一時保護への協力という重責を担う、
両備タクシーセンターのCSRの取り組みをご紹介します。

地域を守るタクシー

両備グループ顧問デザイ
ナー水戸岡鋭治さんデザ
インによる「子ども
110番」ステッカー。
活動が全県に拡大したの
で、他社にも使っても
らっている。

　両備タクシーセンターのユニークな
業務のひとつが、2006（平成18）年
からはじめた定額料金
での学童の送迎です。
　倉敷市の北にある山あいの小学校
には、2キロほど離れた団地から通学
する子どもが数多くいますが、通学路
の途中には、山沿いの道や地下のト
ンネルなどがあり、不審者の出没す
る状況でした。朝は集団登校します
が、帰りはばらばらの帰宅となるため、
「タクシーで送迎してほしい」という
PTAからの要望が出されました。
　タクシー通学では費用がかさむの
で、定額料金にしてはどうかと両備タ
クシーから提案がありました。メー
ター料金以外の定額料金を設定する
ため、運輸局から個別認可をもらわ
ねばなりませんでした。通学に定額料
金のタクシーをもちいる日本で初の試
みです。保護者からの要望があれば、
タクシーを降りた後にドライバーが校
門まで一緒に送ることも可能です。
　有料ではありますが、保護者にも
子どもたちにも喜ばれている、安全安
心のためのCSRの取り組み事例です。

不審者のトラブルから
子どもを守る試み

Column

ついての研修を毎年受けさせています。

当然守秘義務がありますので、ドライ

バーには被害者のお名前は仮のお名前

で伝えられます。DVでの輸送である

ことも知らせません。絶対に情報が外

に漏れないようなかたちでやっていま

す。加害者が後を追ってきて危害を加

えるとか、われわれの方に乗り込んで

くる可能性がないとも言えませんので、

守秘責任を厳格にして、対応を行なっ

ています。

　DVは地域社会全体で解決すべき課

題です。この活動は、岡山市からも評

価をいただき、2005（平成17）年には

岡山市男女共同参画社会の形成の促

進に関する事業者として表彰を受けま

した。

役員もドライバーも全員女性のグレースタクシー。
月～土曜の8時から17時だけの営業で、
子育てしながら働きやすい。
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明るく働きやすい職場は
従業員相互の人権尊重と
信頼から

　「マツダは、人権を尊重し公正な処遇

を行なう日本のリーダーカンパニーとな

ることをめざします」というのが、2000

（平成12）年に発表されたマツダ人権宣

言です。マツダは、人権擁護活動にお

ける5つの柱をおき、5つのうち一つでも

欠けてはいけないという観点で取り組

んでいます。

　一つ目が、この人権宣言に集約され

ている基本理念です。つまり、人権を

尊重することは、企業活動の基本でも

あるわけです。そして、信頼で結ばれ、

チーム力を生み出せる職場になるために

は、従業員に対して明確に示す必要が

あると考えています。ですから、上期と

下期の初めや研修の案内時や啓発イベ

ントの実施時に、全従業員にこの基本

理念をメールで配信し、繰り返し示して

います。

　二つ目は、人権侵害撤廃規則とセク

ハラ追放ガイドラインの制定です。社内

には、従業員の相談窓口として「人権

相談デスク」と「女性相談デスク」を設

け、24時間体制で受け付けています。

「女性相談デスク」は産業カウンセラー

の資格を持った女性従業員が担当して

います。当然ながら、相談者の秘密は

厳守する、加害者の報復を禁止する、

相談者が不利益を被らないことを明記

しています。例えばトラブルの相談が

きっかけで異動するようなことはあって

はなりません。来期には、パワハラ追放

のガイドラインも策定する予定です。

　やはり、会社が信頼できなければ従

業員は相談に来ないですから、会社と

従業員が信頼関係で結ばれることが大

事だと考えます。専任部署を設置した

当初はほとんど相談はありませんでした

が、その後相談件数が増えていきまし

た。これは、マツダに人権の問題が多

いということではなく、相談しやすい環

境が整ったためと認識しています。実

際に調査する割合はこの内半分弱程度

で、残りはわれわれの助言やアドバイス

により解決しています。

自ら考え実践する
それが大きな
チーム力に

　三つ目は、「推進体制」です。基本

理念が絵に描いた餅にならないために、

責任者を決めて「推進体制」を構築し

ています。社長が委員長となる人権委

員会をトップに設置し、国内各地の事

業所やグループ会社、海外のグループ

会社や協力会社／派遣スタッフ等にい

たるまで、当社の基本理念の周知を

図っています。派遣スタッフでも、被害

者も行為者も従業員と同様の対応をし

ます。

　四つ目は、「研修活動」です。新入

社員、班長、主任など、役職が代わる

ときに受ける研修のほか、講演会、映

画会、コンサートといったイベント研修

で、人権のことを学び考える時間をもっ

ています。

　五つ目は「啓発活動」です。人権標

語募集、人権ポスター、人権パネル展、

人権ラッピングバス、人権カードなどを

導入しています。人権というのは、一人

ひとりの従業員が動かないといけません

から、例えば3カ月に1回、製造ラインを

止め人権のテーマについてグループで

討議し、自分たちで考え答えを出す「人

権ミーティング」を行います。現業系の

職場でも同様です。マツダの場合は大

体55秒に1台ラインオフされますから、

人権ミーティングのために3カ月に1回10

分間ラインを止めるということは、10台

の車が生産できなくなる。1台300万円と

して3000万。ラインは三つですから、

合計約1億。それを年間4回ですから、

マツダは年間4億円をかけてラインを止

め、人権のミーティングをやっています。

それほど、人権を大切にしています。

　従業員の意識も変化しているのが、

全従業員約2万人に対して年1回実施し

ている意識調査からわかります。いろい

ろな領域の質問がありますが、人権に

関する質問は10点満点で常に高いスコ

アをあげております。また、少しずつで

すがスコアは、年 上々がっています。

人権尊重のメッセージを
地域にも発信

　全従業員が社員証と一緒に携行する

Case Study

Act/3
事例発表

大阪
OSAKA

マツダ 株式会社 

本社　	 広島県安芸郡府中町
	 新地3-1
代表者　	 井巻久一
創立　	 1920（大正9）年
資本金　	 150,068,000,602円
社員数　	 20,395名
事業内容	 乗用車・トラックの製造、

販売等
URL　	 http://www.mazda.co.jp/
	 home.html

小森孝充
KOMORI Takamitsu

マツダ株式会社
コーポレート業務推進本部
CSR推進部人権啓発推進
グループマネージャー

2000（平成12）年のマツダ人権宣言以来、ねばり強い研修／啓発活動と
企業内のルール／推進体制づくりを行なったマツダ。
めまぐるしい時代の変化に対応すべく、企業内のみならず、
国内外グループ会社から協力会社／派遣スタッフ等にいたるまで
基本理念の浸透を徹底する姿勢に、人権に本気で取り組む企業の
意気込みが表れています。

人権尊重のリーダーカンパニーへ！

　マツダは2008（平成20）年3月に、
法務省と全国人権擁護委員連合会が
主催する「人権擁護功
労賞」を企業として初
めて受賞しました。この賞は、人権擁
護活動に貢献した全国の団体・個人
を表彰する目的で2006（平成18）年
度に創設されました。事例報告で報
告されている「マツダ人権宣言」の策
定など、さまざまな人権擁護体制や、
その他の種 の々取り組みが社外でも高
く評価されたことによる受賞です。
　表彰式では、井巻社長が「人権擁
護活動にゴールはない。マツダは、人
権を尊重するリーダーカンパニーをめ
ざしている。今後も、マツダグループ
内だけにとどまらず、行政や企業、団
体と連携して、人権擁護活動を進化・
成長させていきたい」と語りました。
　この受賞を契機に、行政や他企業
などからのセミナーや研修での講演
依頼が増え、マツダの人権への取り組
みを紹介する機会が一層多くなりまし
た。また社内からも、人権啓発に関す
る情報のトスアップが増加、CSR推進
部への部門研修の要望や取り組み提
案なども増えています。

企業として初めての
人権擁護功労賞

人権ラッピングバス
広い工場内を移動するためのバスは、グループ内で募集した人権標語の中から選ばれた、その年の最優秀人権
標語でラｯピングバスに仕立てられている。標語はポスターにして、海外も含めたグループ各社に配布される。

Column

人権カードも作りました。マツダの人権

宣言と、人権相談デスク・女性相談デ

スクの連絡先が記載されているのです

が、下の方に「カリカリ」「イライラ」「さ

わやか」「ニコニコ」のマークがありま

す。ここを触ると指先の体温で色が変

わります。カリカリして不適切な言動を

しそうになったら、これをさわって落ち

着いてもらおうという、遊び心です。

　また、企業が一市民として、社会に

対して人権尊重のメッセージを常に発信

することも大切です。例えば、本社のあ

る広島県府中町とのコラボレーションに

よる人権のフェスタを開催したり、地方

自治体の要請があれば講演に伺うとか、

人権研修に講師を派遣するといった活

動によって、地域社会への貢献を目指し

ています。

人権カード
遊び心も取り入れて、
人権尊重の意識を啓発
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社は売り上げが第一」と言われたこと

もあります。それを一社一社、人の大

切さ、人を大切にすることは企業にとっ

て当たり前のことなんですというところ

から説得をし、グループ会社に展開し

ていきました。企業理念がまだない会

社には作っていただき、規則がない会

社には、とりあえずはマツダと同じもの

を使っていただく。研修のやり方がわ

からない会社には当社から出向き、だ

んだんと自分たちでできるようにとス

テップ・バイ・ステップで始めました。

一つひとつの会社の人権担当部署を窓

口にして、もちろん経営のトップを含め、

グループ全体の底上げを図っていると

ころです。

　二つめの質問ですが、確かに影響は

ありました。他社の、しかもイングリッ

シュスピーカーの価値観ですが、良い

ところはすべて取り込もうとしました。

人権尊重に関して日本のリーダーカン

パニーになろうという基本理念も、人

権の侵害撤廃規則もありませんでした。

人権尊重に関して日本のリーダーカン

パニーになろうというのも、マーク・

フィールズという、今、フォードの副社

長になられている当時の社長の強い理

念がベースになっています。ただ、活

動の一番のコアになる研修と啓発は、

われわれ独自のものを作り出しています。

利益相反と考えない
CSRの精神が人と企業を育てる

水尾　ありがとうございます。続いて

本音で進める倫理教育が
組織風土を変える

水尾　では、最後の質問にお答えして、
私のまとめにしたいと思います。「会社

という組織が出世したいメンバーで構

成されている以上、足の引っ張り合い

が常である。競争社会の激化の中で、

たて続けにおこる不祥事の問題、格差

の問題といった諸問題のケーススタ

ディの方が、このセミナーでは意味が

あるのではないか」というご意見・ご

感想をいただきました。まさに今、いろ

いろなところで起きている組織の不祥

事は、なぜ起きるのでしょう。そこを究

明しないとCSRの大前提になるコンプラ

イアンスの法的責任という部分はクリア

できません。

　不祥事の原因には、リーダーの倫理

観の問題と、組織犯罪があります。

　リーダーやトップが不祥事を起こす

ときに、必ず「会社のためだと思って

やった。」と言います。でもそれは、偽

りの忠誠心だと思います。これまでの

不正を、自分が今言ったら、会社はつ

ぶれて自分がみんなに恨まれるかも知

れない。そういう自分かわいさの自我の

気持ちの蓄積が、非倫理的な組織風土

につながってくるのです。

　ではどうすればいいかというと、結

局教育や訓練、現場のOJT（オン・ザ・

ジョブ・トレーニング）です。もちろん

教育や訓練の効き目が出るには時間が

かかります。ただし、社会に重大な影

響を与える問題が表に出るのに、10年

かかるというのはまずいですから、企

業内のホットライン、ヘルプラインが機

能して、潜在化していた問題が顕在化

することはすばらしいことです。

　トップの不祥事はどうするのか。こ

れは、監査役の内部通報の体制を、運

営規定に明記することが大事です。社

長が任命しているとはいえ、監査役は

法的責任で役割を果たすことが問われ

ていますから、当然取り組む必要があ

ります。

　コンプライアンス、CSRに関わる問題

は、義理で進めたり、本音と建前の使

い分けをするリーダーがいる限りなくな

りません。それをなくすのは、やはり繰

り返しの教育、訓練、研修です。そし

て、トップのコミットメントと、現場を

巻き込み本音で推進体制を進めること

が重要と思います。

水尾　会場におこしのみなさまからた
くさんご質問をいただきましたので、順

番にお答えしていただきたいと思いま

す。まず、マツダの小森さんに、事例

発表の中で伺えなかった「グローバル

人権擁護活動の取り組み」について。2

つ目は、「フォードの傘下に入って経営

トップが替わったことによる影響がある

か」についてお願いします。

国内外を見据えたマツダ独自の
人権擁護活動

小森　はい。マツダ単体としては、今、
人権擁護活動が一つの完成期に来た、

という思いがあります。しかし、お客様

にとっては、マツダのマークをつけてい

る企業はすべてマツダなんですね。で

すから、この活動をマツダ単体にとど

まらせることなく、グループ全体の人権

擁護活動のレベルを上げる必要がある

と思っています。それがマツダのグ

ローバル人権活動の狙いです。

　海外主要12社と、国内は販売会社60

社、部品は15社、その他グループ会社

が数社です。活動を始めたのが約2年前

ですが、それ以前には、もしどこかで

問題が発生しても、それが広島本社に

伝わることがありませんでした。ですか

ら、ネットワークの構築から始めて、す

べての会社に人権担当の窓口を置いて

いただきました。確かに、うちの資本

が入っていない会社の代表者の方から

は、「何から何まで、なぜマツダの言う

ことを聞く必要があるのか」とか「会

のご質問は、「人権やコンプライアンス

の追求を徹底して進めると、利益の追

求と相反する立場が生じることがよくあ

りますが、このときの企業側のスタンス

はどのようなものか」と。日新電機の井

上さん、お願いします。

井上　直接の回答にはなりませんが、
当社がCSRに取り組んだきっかけにつ

いてお話しします。当社では、CSRの

精神は創立以来90年間、社員の意識の

中にあったと社長以下認識していたの

ですが、ある時、不祥事が発生しまし

た。それがきっかけの一つになり、社

員の意識に少しずつずれがあることに

気がついたのです。そしてその原因が、

CSRの精神がこれまで明文化されてい

なかったことにあったということで、

2005年に、社員が頭の中で考えていた

ことを集大成した企業理念をつくり、明

文化しました。何か問題があった場合

は、「5つの信頼」という言葉に戻ろうと

いう価値観を共有したわけです。

水尾　CSRの取り組みのきっかけには、
不祥事が起きてスタートしたというケー

スと、いい会社にしたいというケース、

二つのタイプがあると思います。両備

タクシーの仲村さん、いかがでしょう。

仲村　うちのCSRの取り組みは、ほと
んどサービスに直結しています。その

中でもクリーンキーピング活動は、日ご

ろ仕事をさせていただいている道路や

タクシー乗り場や待機場所を掃除して、

地域に恩返しをするものです。月1回、

日を決めて順番に行なっています。「そ

こまで手が回らない」という声もありま

すが、道路が仕事場ですから、仕事場

をきれいにしようということがみんなの

目的意識の中にあります。ゼロか100か、

やらないかやるかではなく、「まず10か

らやってみよう」と。後はみんなでいい

知恵を出しながら、20にし30にしていく

ことが必要ではないかと思っております。

社員に人権について考える
機会を与える

水尾　ありがとうございます。次に小
森さんに。「人権コンサートや映画は、

適切なフォローがなく見っぱなしにする

とかえってマイナスになることがありま

すが、何か工夫をされていますか」、

「啓発活動の中の人権ミーティングの

テーマを知りたい」というご質問です。

お願いします。

小森　コンサートの歌手の選定は、全
国で催されている人権コンサートの情

報をインターネットから入手し、直接メ

ンバーが聞きに行って選びます。今年

は、時田直也さんという全盲のバリトン

歌手をお招きします。映画やコンサート

について、費用対効果のことをいう従

業員もいますし、社内にはやりっぱなし

という批判も一部にはありました。しか

し、工夫ではありませんが私は、「従業

員が人権のことを考える、何物にも替

えがたい機会なんですよ」と申し上げ、

ご理解いただくようにしております。

　人権ミーティングは、例えば、道路

の歩道に視覚障がい者のための黄色い

ライン（点字誘導ブロック）があります。

「コンビニエンスストアの前にあるこの

ラインの上に自転車が置いてあったとし

たら、そして2人の人が立ち話をしてい

るとしたら、これについてあなたはどう

思いますか」というテーマを、ラインを

発明した方のことやその経緯などと一

緒に職長さんに渡します。そうすると、

あのラインが、目の不自由な方にとって

とても大事だと気づく。そういう話し合

いをしてもらうようにしています。

水尾　ありがとうございました。最後
に、言い残したことなどありましたら、

ぜひお話しください。

井上　先ほど申し上げたように、当社
はかつては、女性に補助の仕事しか担

当させていませんでしたが、今は能力

を発揮してもらう、「やらせてみる」と

いうことを積極的に進めています。女

性活躍支援チームの目標の1つが、「必

ずリーダーとして一つの仕事をやり遂

げる」です。やり遂げることによって自

信がつき、その自信が男性にも波及す

ればということです。10年ぐらいの計画

で進めていこうと思っています。

小森　会社では、われわれの活動に積
極的でない方もいます。皆さんも同じよ

うな悩みを抱えておられると思うのです

が、「もし自分や家族が人権侵害を受け

たときには、怒るでしょ」と。それなら

どうして自分の会社の活動には真
しんし

摯に

取り組めないのかと言っていただけれ

ば、少しでも今よりレベルアップが図れ

るのではないかと思います。

仲村　CSRと人権について皆様のお話
をうかがっていてまさにそうだと思いま

す。本当にいい勉強をさせていただき

ました。

水尾　ありがとうございました。では、
ISO26000についての質問がありました

ので、私がお答えします。ISO26000は、

社会的責任規格ですが、これまでのよ

うな第三者機関が審査をする規格には

なりません。自己認証という形式で、

規格のガイドラインが、おそらく2010

（平成22）年の秋にできると思います。

多分、CSRレポートやホームページなど

で、自社の取り組みがガイドラインに

沿っているかどうかを開示するという形

になると思います。

井上昌幸
日新電機株式会社　
経営企画部主幹

仲村信一
両備タクシーセンター　
センター長

小森孝充
マツダ株式会社　
コーポレート業務推進本部
CSR推進部
人権啓発推進グループ
マネージャー

人権の意識と組織倫理を
根づかせるために

●パネリスト

水尾順一
東京工業大学特任教授
駿河台大学教授・
経済研究所長
CSRイニシアチブ委員会
代表

●コーディネーター

パネルディスカッション　大阪会場	 OSAKA

coordinator
panelist



地域貢献
●フィットネス横浜など
　地域イベントへの協賛
●直営店舗周辺の清掃活動
●メークセミナーの開催

ファンケルグループの取り組み

環境対策
●風力発電事業への協賛
●屋上緑化（横浜工場）

社会的弱者支援
●「ファンケルスマイルの設立」
●社会福祉法人「訪問の家」との
交流
施設、運営資金の援助バザーなどへの参加
お食事会
チャリティイベントの開催
中央は宮島前社長（現会長）

その他、基金・寄附活動
●「ファンケルクラシック」基金
●「もっと何かできるはず」基金

メークセミナー

お食事会

横浜市風力発電所
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社会における「不」の
解消を目指す
　私たちファンケルグループは、世の
中の不安を安心に、不満を満足に、不
快を快適に、不便を便利にするなど、
「不」の解消を行っていくことを企業
活動の原点としています。私たちは、
化粧品に含まれる防腐剤が肌トラブル
の原因となる可能性があることに着目
し、無添加化粧品を開発したり、現代
人の乱れがちな食生活をサポートする
ための高品質のサプリメントを適正価
格で提供するなど、大切なステークホ

ルダーであるお客さまに喜んでいただ
くことを第一に考え、事業を展開して
まいりました。
　僭
せんえつ

越な表現ではありますが、お客さ
まや社会にとっての「不」の解消とい
う意味では、ファンケルの事業そのも
のがCSRに直結していると自負してお
ります。

「もっと何かできるはず」
の思いで
　ファンケルでは、社会のために「もっ
と何かできるはず」を活動方針とし、
すべてのステークホルダーを視野に入

れ、さまざまなCSR活動に取り組んで
います。その中から三つの活動につい
て紹介いたします。
　一つ目は、地域社会貢献。私たちは
地域社会の一員として、さまざまな交
流と貢献を大切にしています。ファン
ケルは、横浜で創業し、現在も横浜に
本社があることから、神奈川県や横浜
を中心とした行政やNPOなどが主催
するイベントに積極的に協賛していま
す。自社の得意分野を活かすべく、高
齢者施設や養護学校、子育てサーク
ルへ従業員が出向き、メークセミナー
を無料で開催しています。ほかにも、
「もっと何かできるはず基金」を設け、

NPOや障がい者施設などへの寄附活
動に役立てています。
　二つ目は、ハンディキャップのある
方々との交流および支援です。障がい
のある方の自立と雇用促進のために、
1999（平成11）年にファンケルの特例
子会社であるファンケルスマイルを設
立しました。
　三つ目は、環境対策。ファンケルグ
ループは横浜企業市民として、環境対
策「横浜市風力発電事業」に「Y（ヨ
コハマ）‒グリーンパートナー」として
協賛しています。協賛金は風力発電
事業運営費として毎年の風力発電施
設の維持管理費などにあてられていま
す。ほかにも、生産工場の屋上緑化を
促進、環境省が取り組む「ライトダウ
ンキャンペーン」（看板や広告の照明
消灯）への参加など、CO2排出量の削
減にグループ全体で取り組んでいます。

障がい者雇用の
モデルケースを目指して
「ファンケルスマイル」
　ファンケルの特例子会社であるファ
ンケルスマイルは、ファンケルの創業
者と、横浜にある社会福祉法人「訪問
の家」との交流に始まります。交流は
さまざまな形で20年にわたり続いてお
り、特に年に一度の食事会では、「訪
問の家」でお仕事をされているスタッ
フの方々をファンケル社屋の食堂にお
招きし、弊社の社長を含めた役員が
ウェイターになり配膳、また、チャリ
ティーイベントを開催するなど、ファ
ンケルと「訪問の家」の交流の輪を着
実に広げています。こうした交流の中
で、障がい者の働く場所が極端に少な
いことを知った創業者が、障がい者の
働く企業をつくり、その会社を黒字化
させてビジネスモデルを作れば、ほか
の企業も追随して、新たな雇用の場所
が生まれるのではないか、と考えたこ
とから1999（平成11）年2月1日にファ
ンケルスマイルが設立されました。
　ファンケルスマイルでは「障がいの
ある人を社会的弱者として守るのでは
なく、一人の社会人として自立できる
ようにする」を理念とし、一人ひとり
の長所を見つけた上で、一貫した仕事

Case Study

Act/4
事例発表

東京
TOKYO

株式会社 ファンケル

本社　	 神奈川県横浜市中区
	 山下町89-1
代表者　	 成松義文（平成20年6月15日就任）
創立　	 1981（昭和56年）8月18日
資本金	 107億9,500万円
社員数　	 710名(パート・嘱託除く
	 平成19年9月30日)
事業内容	 無添加化粧品・
	 栄養補助食品事業・
	 その他健康食品の製造販売
URL　	 http://www.fancl.co.jp

中村太郎
NAKAMURA Taro

株式会社ファンケル
社長室・広報ユニット
広報グループ
マネージャー

「人間大好き企業」と自らを表現するファンケルグループは
すべての人間（ステークホルダー）に対して優しい商品、
サービス、企業経営に尽力しています。
その精神は、同社のみならず特例子会社であるファンケルスマイル
においても大きな成長につながっています。

ステークホルダー全員に笑顔を

　ファンケルスマイルの設立当初は、
障がいのある従業員の安全を第一に
考え、フォークリフトに触ること自
体を禁止していました。しかし、
フォークリフトを扱える出向社員が
不在のときもあります。その都度、
お客さまをお待たせするわけにはい
かないことから、フォークリフトの
免許取得に興味のある人員を募り、
2人が挑戦することに。当然のこと
ながら免許の取得には学科試験も技
能試験もあります。本人たちはもち
ろん、指導にあたった私も内心は不
安でしたが、始業時間前と終業時間
後に根気強く努力を重ねました。そ
れまでは、何事にも受身だった2人
が、免許取得に向けて努力をしてい
く過程で、人と関わり、自ら考え、
判断する力を身につけ人間的に大き
な成長を遂げました。勉強開始から
1人は半年後に、もう一人は9カ月後
に受験し、見事に一回で合格。現在
では周囲からも頼りにされ、ひとき
わ輝いた存在となっています。

Voice
長瀬誠
NAGASE Makoto

株式会社
ファンケルスマイル

免許と共に手に入れた
人間的成長

「やりがい」を持って仕事に取り組む
ファンケルスマイルの皆さん

を任せています。現在、従業員は知的
障がいのある社員が35名、精神障がい
のある社員が2名、身体障がいのある
社員が1名、計38名です。この方々を
サポートする意味で、パート社員が4
名とファンケルグループから出向社員
が5名、同じ職場で仕事をしています。
このファンケルスマイルでは、主にダ
イレクトメールの封入・発送作業、商
品の梱包・出荷作業、資料のコピー・
シュレッダー作業を行っているほか、
ファンケルグループのすべての名刺製
作・印刷も行っています。また、この
38名の中には、フォークリフトの免許
を取得している社員が4名おります。
筆記試験のあるフォークリフトの試験
は、彼らにとっては難しいことのよう
でしたが、努力を重ね免許を取得しま
した。今では、器用にフォークリフト
を操作することで社内でも有名な社員
として大活躍しています。
　また、2007（平成19）年2月には、
横浜市磯子区の総合庁舎内にファンケ
ルスマイル運営の喫茶店「ほっと！ス
マイル」を開店し、ファンケルスマイ
ルの社員が接客や調理補助の分野で
活躍をしています。障がいを持つファ
ンケルスマイルの社員がお客さまと直
接触れ合うサービス業であり、障がい
者の真の自立のために重要な役割を
担っています。
　設立当初からの目標であった黒字化
に関しては、創業3年目で黒字化を達
成し、障がい者雇用のモデルケースと
して、海外を含めた多くの企業から、
多い年には年間約1000名の方々が見学
に来るまでに成長することができまし
た。
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障害者雇用を始めて
20余年の中小企業
　株式会社中西は本社を愛知県・豊
明市に置く従業員数54名という中小企
業です。業務内容としては、一般廃棄
物・産業廃棄物における資源の収集
運搬および仕分け、再生中間処理を
行っています。仕事の約9割が愛知県
豊明市を中心とした12市町村からの委
託業務です。
　経営理念は大きく二つ掲げています

が、そのうちの一つが「私たちは、知
的障がい者の見過ごされがちな能力を
活かしつつ廃棄物の再資源化を進め
ることで、地球環境改善への一助とな
ることを目指します。」というもので
す。2008（平成20）年1月現在、25名
の知的障害者が共に働いています。こ
れは全従業員の約半数にあたる人数
です。長い人では勤務年数が18年以
上になる人もいます。彼らの仕事内容
は、ペットボトルの処理、ガラスビン
の色選別、簡単な機械の操作など、
さまざまですが、各自が大きなやりが

いを持って仕事に臨んでいます。

障害者と共に働き、
共に成長するという考え方
　障害者雇用のきっかけは、今から20
数年前に代表取締役が大病を患った
際に「快復したら何か社会貢献をした
い」と考えたことでした。数カ月の入
院生活を経て、快復した代表取締役
が自分の思いを具現化すべく1985（昭
和60）年から知的障害者の採用を始め
ました。20年以上にもわたり、障害者
雇用が定着・拡大してきた理由には次
の三つのことがあると考えます。

　一つ目は、仕事形態。知的障害のあ
る方は一般的に細かい作業が苦手で
すが、簡単な作業であれば、きめ細か
くまめな指導をすることで、正確に仕
事を遂行することができます。仮に間
違えたとしても、次の段階で作業をす
る人がフォローするようにしています。
ここで、もう一つ重要なポイントは、
彼らにあせって仕事をさせるのではな
く、持っている力を十分に生かすよう
指導をすることです。各自能力の個人
差がありますから、画一的な指導は好
ましくありません。
　二つ目は、適材適所。私たちの職場
には知的障害の方に適した職種がいく
つかあります。配属を決めるときには、
複数の仕事を試してもらい、一番力の
発揮できるところが見つかれば良いと
考えています。
　三つ目は、成長の過程を喜ぶこと。
ささやかな成長であっても心から喜ぶ
ことを大切にしています。障害のない
人であれば数分で覚え、完了できる作
業が、障害のある人の場合だと1週間
も1カ月もかかることがあります。ここ
で「時間がかかりすぎる…」と落胆し
たり、しかったりするのではなく、「時
間はかかったけど、できた」という事
実を喜ぶわけです。「よくやったね」
と褒

ほ

めてあげることで、さらなる自信
とやりがいを持って、仕事に取り組ん
でくれます。障害のある人も、ない人
も、このように共に働く中で互いに学
び合えることがあります。
　私たちの職場で働く25名の障害者の
うち、22名が重度の判定の方々です。
また、25名のうち自閉症の方が9名い
ます。福祉の専門学校を出た指導員は
少ないですが、全職員が何らかの形で
実践の場で障害者の方の指導にあたり
ます。普段から、密なコミュニケー
ションをとることで信頼関係も生まれ
ますし、各自の能力を見出すことにも
つながります。

知的障害者雇用の
継続のために
　高い障害者雇用率を維持している私
たちの会社ですが、それに付随した課
題もいくつかあります。

　例えば、親からもらうお小遣いが多
すぎた結果、間食が過多になり、肥満
になるケースがあります。その親御さ
んに、お小遣いの額を減らすようお願
いし、本人には家計簿のつけ方を指導
しました。その結果、多少肥満も改善
されました。このように自己管理がで
きるよう日常生活の指導をすることも
必要になってきます。
　ほかにも、大きな問題の一つに、
「どこまで従業員のプライバシーに関
与すべきか」という点があります。障
害のある人が一生懸命に働き、その対
価として支払われた給与を親が搾

さくしゅ

取し
ているケースがあります。弊社の給料
形態は、平成18年度実績で、ボーナス
込みで1人の1カ月分の給与平均が9万
1000円です。重度の障害者の場合、こ
の給料とは別に8万円ほどの障害者年
金が支払われます。親元に住み、ぜい
たくをしなければ、社会人として生活
ができるだけの額が支払われているに
も関わらず、1日100円しかお小遣いを
与えられていないケースがあります。
障害者であっても、日曜日になると仲
間とボウリングを楽しんだり、食事に
行ったりすることがあります。自分で
稼いだお金で、自分の生活を豊かにす
るわけですから、こうした楽しみや喜
びを取り上げる権利は誰にもないと私
たちは考えます。この場合は、ご家族
と根気よく相談をして自立を促しまし
た。しかしながら、こうしたプライ
ベートなことに対して、企業がどこま
で介入するべきかを見極めるのが難し
い現状があります。本音を言えば、
もっと地方自治体や他の公的機関が前
面に出て、相談や指導をしていただき
たいと思います。
　そして、これも私たちが悩むところ
ですが、授産所や作業所に通う障害の
ある方が就職のチャンスを目の前にし
て、親御さんが反対をするケースがあ
ります。理由は、仮に就職したあとで
何らかの事情で職場を辞めた際に戻る
場所がないといけないから、というこ
とです。これでは企業が門戸を広げて
も、この問題が解決されない限り、障
害者雇用の拡大は望めません。

Case Study

Act/5
事例発表

東京
TOKYO

株式会社 中西

本社　	 愛知県豊明市栄町高根
	 103番地
代表者　	 中西均次
創立　	 1964（昭和39）年
資本金　	 2000万円
社員数　	 54名
事業内容	 廃棄物再生中間処分業（空きビ

ン・金属くず・ペットボトル・古紙
類など）

	 産業廃棄物収集運搬業
	 産業廃棄物処分業（廃プラスチッ

ク類中間処分）
URL　	 http://www.mb.ccnw.
	 ne.jp/sigen/

笠原尚志
KASAHARA Hisashi

株式会社中西
常務取締役

　従業員に知的障害者を雇用すること
は、さまざまな面において、苦労があ
ることも事実ですが、彼らの成長した
姿や生き生きとした笑顔が、そうした
苦労を吹き飛ばしてくれることも事実で
す。何か問題が起きたときは、彼らの
言い分を一つひとつ丁寧に聞いた上で
事実関係を把握し、彼らの人権を尊重
しながら繰り返し指導を重ね、改善に
つなげていくことが大切だと思います。
最終的には、障害のある方が社会的に
も経済的にも自立をしていく上で必要
とされる職場でありたいと考えています。
障害者雇用に際し、不安のある企業さ
んも多いと思われますが、そうした場
合は、行政による支援制度を一度お調
べになってはどうでしょう。ジョブコー
チによる支援制度では、事業主に対し
て障害についての説明や、効果的な指
導方法についての助言・援助があるほ
か、障害者本人に対しても、仕事に適
応するための支援をしてくれます。

Voice
森　常久
MORI Tsunehisa

株式会社中西　
業務部長

知的障害者雇用の鍵は
懇切丁寧であること

円滑な業務遂行を支える
工夫の数々
　株式会社中西には規模は小さいで
すが野球部があります。ほかにも1年
を通して、慰労会、バーベキュー大会、
もちつき大会など、障害のある人とな
い人が、職場以外のところでも交流を
する機会を設けています。こうした行
事が、職場での仲間との連帯感を生み、
仕事に対するモチベーションの向上に
役立っています。
　また、障害に関する知識や理解を深
めるために、講習会への参加や社内で
の勉強会を行ったり、父母懇談会等を
定期的に行い、家庭・寮・グループ
ホームとの連携も大切にしています。障害者と共に働き、

共に成長を
従業員の半数近くが知的障害者という株式会社中西。
障害者個々の能力を個性ととらえ、その個性に合った
仕事内容、ペース配分、指導の仕方など、きめ細やかな工夫の
根底にあるものは、「障害者を教育する」という考えではなく
「障害者と共育（＝共に育つ）する」という考えです。

プラスチック類の処理缶の処理

作業の単純化、
適正配置
株式会社中西では、下記のような作業を、さらにい
くつかの工程に分け単純化し、取り組みやすくしてい
ます。また、作業の種類を多様化したり、いろいろ
な難度の作業を用意することで、障がいの程度・適
性に合わせた配属ができるよう工夫しています。

作業環境の改善・改造
①選別用ベルトコンベアーの速度を、
障がい者の能力に合わせ、通常より
遅くした。
②ベルトコンベアーを停止させる安全
装置のボタンを、各々が作業するポ
ジションごとに設置した。
③機械のスイッチをカバーで隠し、勝手
に操作できないようにした。
④機械の凸凹を少なくし、引っ掛かり
やつまずきなどが起こらないように
した。

ペットボトルの処理
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であると考えています。
①企業が企業であるために
企業は、社会に対して利益になるもの
＝価値創造を持続的に進めていかなけ
ればならないと考えます。
②企業が社会にあるために
企業は社会の一員として、社会のルー
ルを守ること、すなわちコンプライア
ンス＝社会との適合性を高めることが
必須であると考えます。
③企業が信頼を得るために
ステークホルダーが企業に対して何を
期待しているかを積極的かつ正確に把
握し、それを経営の中に反映し、各ス
テークホルダーに答えをきちんと返し
ていくこと、つまりステークホルダー
エンゲージメントが重要と考えます。
　上記の3つのことを基本として、
DNPでは以下のような活動を続けてき
ています。これらを通じて社会からの
期待に応え、信頼を高めることにつな
げていきたいと考えています。

＊	1972年：環境保全のための環境部が
発足（企業による公害問題がクローズ
アップされた時期でした）。
＊	1986年：文化貢献活動として東京、大
阪、福島などでギャラリーや美術館を
展開。
＊	1992年：DNPグループ行動憲章（2007
年に行動規範として改訂）制定。
＊	1994年：製品安全委員会。
＊	1995年：中央防災会議（阪神淡路大
震災が起きた年でした）。これをさらに
発展させて、現在ではBCP（事業継
続計画）（※1）にも取り組んでいます。
＊	2004年：CSR専任体制（CSR委員会・
CSR推進室の設置）。
＊	2006年：CSR調達基準を制定/国連グ
ローバル・コンパクト賛同表明/労使共
同宣言。

企業と社員の
相互理解を深めた
労使共同宣言
　DNPの大切なステークホルダーに
は、お客様・株主・取引先・地域社
会・地球環境などとともに、社員も含
まれます。社員はステークホルダーで

CSRの原点は
創業時の志に
　DNP大日本印刷は、1876（明治9）年
に秀英舎（いつかは、最先進国の英国
より秀でる国になりたいという思いか
らつけられた社名）として創業しまし
た。明治維新直後の日本は、欧米列強
の文明・文化に少しでも早く追いつく
ことを最大の課題とした社会でした。
欧米諸国に比べ、当時の日本は哲学や
科学や文学など、「智の体系」におい

て大きく遅れていました。その遅れを
取り戻すためには、まずは「欧米の
『知的情報』を翻訳し出版することで、
それらの情報を迅速かつ正確に、より
多くの人の間で共有できる基盤が必要
である」。印刷業の使命をこのように
考えて私たちの会社は始まりました。
この思いが創業時の舎則にある「文明
の営業」という言葉に込められていま
す。「文明の営業」とは、文明に資す
る事業、すなわち、「社会の発展に貢
献する」という志を意味しています。
私たちDNPは創業当時から「社会の

発展に貢献していくこと」、「そのため
に私たちは何をするべきなのか」を追
求してきたという意味においては、当
時からCSRを根本にしてきたのだと自
負しています。

三つの項目を核とした
DNPのCSR
　DNPでは創業時の「文明の営業」と
いう志を継承して、「21世紀の創発的
な社会に貢献する」という経営理念を
定め、その具現化を目指しています。
それこそがDNPのCSRと認識しており、
そのためには、次の3つの項目が重要

あると同時にCSRを実践す
るプレーヤーでもあります。
ほかのステークホルダーと
同様に社員に対しても説明
責任を果たし、相互信頼の
関係を築くことは当然です。
　企業がさまざまなステー
クホルダーと誠実に対話を
進め、社会の価値観の変
化の気づきを得、対話を通
じて発見した社会の課題を
経営課題として取り込むことがCSRに
とって、とても重要ですが、その気づ
きを初めに感じ取るのは一人ひとりの
社員です。そのためにも、企業と社員
の相互理解を深め、同じ価値観を共
有していくことが不可欠なのです。
　2006（平成18）年のDNP創業130周
年という節目の年に、この相互理解、
相互信頼の大切さを確認しようという
ことになり、労使共同宣言を発しまし
た。この制定のプロセスでは、全員参
加にこだわりました。DNPで働くこと
の意味、意義、誇り、風通しのよい企
業風土の構築、こうしたことをテーマ
に議論を重ね、労使共同宣言に至りま
した。そして、グループ会社各社にお
いても、この労使共同宣言を発するこ
とができ、グループ全体として労使の
ベクトルを一つにすることができまし
た。
　労使共同宣言の前文1行目には「社
会とDNPグループの永続的な発展を
目指し」とあります。社会の発展に貢
献するという強い思いの実現により社
会が発展し、同時にDNPグループも
発展することは、いわゆるWin-Winの
関係です。そして、DNPグループが
発展すれば、社員も心豊かな生活が
実現できる、このWin-Win-Winの関係
を実現し、継続させていくことが、私
たちの理念の実現、つまりは、CSRを
果たしていくことにつながるものと考
えています。

Case Study

Act/6
事例発表

東京
TOKYO

大日本印刷 株式会社

本社　	 東京都新宿区市谷加賀町
	 1-1-1
代表者　	 北島義俊
創立　	 1876（明治9年）10月
資本金　	 1,144億6,400万円
社員数　	 9,003名（単体）　
	 37,740名（連結）

神戸好夫
KANBE Yoshio

大日本印刷株式会社
CSR推進室長

「社会の発展にいかに貢献していくか−。」
この思いをCSRの根本とし、大日本印刷はすべてのステークホルダーに
対して真

しん

摯
し

な姿勢を貫いてきました。各種活動により社会の発展に
貢献し、それをDNPとその社員の発展につなげてきた同社の
取り組みから一部をご紹介いたします。

　私は、組合員として「宣言」の草
案作成から参加しました。従業員が
皆でつくりあげていくというプロセス
を踏んだことにより、DNPの労使関
係はこれまで以上に大きな意義をも
たらすものに生まれ変わったと思い
ます。今回の宣言以前から、DNPの
労使は、「労使」という言葉からイ
メージするような対

た い じ
峙ではなく、対

話を通して共に課題を解決していく
関係を大切にしてきました。それをよ
り一 層 分 かりやすくする目的 で、
DNP創業130周年と組合結成60周
年という節目の年に、労使共同宣言
の策定となったわけですが、中でも
書面における「労使は」の表記を

「私たちは」としたことは、印象的で
した。これにより、共同宣言の対象
となる誰もが、宣言を「自分のこと」
として捉え、結果的に会社と従業員
の相互信頼の絆をより深めることに
つながったと思います。この風通し
の良さを保つべく、宣言を根づかせ
ていく努力が大切であると考えます。

Voice
五十嵐貴志
IGARASHI Takashi

大日本印刷株式会社
C&I事業部　
e-マーケティング本部

労使共同宣言が深めた
相互信頼の絆

「労使共同宣言」

※1	BCP（Business Continuity Plan）とは、事
業継続計画のこと。企業が災害などで被害を
受けた際に中核となる事業の継続あるいは短
期間での復旧を可能とするために、さまざまな
方法、手段などを取り決めておく計画のこと。

事業内容	 情報コミュニケーション部
門（出版印刷・商業印刷・
ビジネスフォームなど）

	 生活・産業部門（包装・
建材・産業資材）

	 エレクトロニクス 部 門
（ディスプレイ製品・電子
デバイス）

	 飲料部門（清涼飲料水の
製造、販売）

URL　	 http://www.dnp.co.jp/

目指すは社会、企業、
社員のWin-Win-Win。

共同宣言署名後に握手す
る北島社長（左）と別府労
働組合執行委員長
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の流れにおいて、ある意味で仕

方がないと考えます。原則とし

て、勤務時間内にプライベート

なメールのやり取りや情報の閲

覧などは禁止されていることを、

従業員のほうも認識すべきで

しょう。このあたり、大日本印

刷さんではどうお考えですか。

神戸　個人情報を取り扱う職
場の一人ひとりが仕事に対する

責任の大きさを理解していれば、

耐え得る範囲のことであり、監

視ソフトの導入はやむを得ない

と考えています。

水尾　次のご質問はファンケルの中村
さんあてです。「ファンケルスマイルは

優れた試みだと思いますが、本社にお

ける障がい者雇用率の状況はどうなっ

ているのでしょうか」ということです。

中村　ファンケルスマイルはファンケ
ルの特例子会社ですが、私ども社員に

とっては、一つの部署というイメージで

す。本社においても、障がいのある多

くの社員が活躍しております。基本的

には業務遂行が可能な人間であれば、

障がいのあるなしに関わらず働いてい

ます。

水尾　続きまして、株式会社中西の笠
原さんへのご質問です。「障がい者雇用

創出のために機械をあえて導入しない

とお話にありましたが、効率化におい

て問題はありませんか」とのことです。

笠原　導入することで便利になる機械
があることは事実ですが、高価すぎて

弊社では購入が難しいため、実はあま

り気にしていません。機械の導入を考

えることよりもむしろ、障害のある社員

ができる仕事の範囲を広げることを考

えています。

水尾　次は大日本印刷さんへの質問で
す。「労使共同宣言に関してですが、グ

ループ会社といえどもトップや社員の意

見が異なることもあると思います。実現

にいたるまでに、具体的にどのように働

きかけ、どのような苦労がありました

か」という質問です。

神戸　私どもDNPの経営理念、事業ビ
ジョン、行動指針、これらを支える

させていただきましたが、じつは、こう

した活動を、従業員以外のステークホ

ルダーへも広げていこうという動きがあ

ります。株主優待コースの選択肢には1

万円分の私どもの商品や、1万円分の

サービスがあるのですが、その一つと

して「寄附」（1口2500円から最高4口ま

で）という枠組みを設けました。昨年

は、この枠組みから400数万円の寄附が

集まりました。これは一つの例ですが、

最終的にはステークホルダーが全員で

一致団結し、社会貢献活動ができるこ

とが理想的だと考えています。

笠原　私どものように小さな規模の企
業でも、障害者の方々の受け皿となり

ながら、業務をこなしていくことは可能

です。しかし、その受け皿となる場が

まだまだ少ないのが現状です。障害の

ある人がきちんと働いて、その対価を

得られるような場所をもっと増やしてい

く必要があると強く思います。

神戸　私たちのお得意先様は現在約3万
社、これに購買先、グループ会社、外

注加工業者、原材料メーカーなどを含

めると、おそらくDNPは約5万社の一つ

のバリューチェーンとなると思われます。

これからの大企業は、こうした数万社

全体を良くしていくことを考えていく必

要があると考えます。同時に、経済産

業省等の行政機関、民間の大企業は、

中小企業のCSRもサポートしながら日本

経済界全体のCSRの底上げをしていく

ことが、今、問われているのではない

かと思います。

水尾　人権を核としたCSRとは、すべ
てのステークホルダーの満足を追求す

る上で必要となるコミュニケーションの

ことであると、皆さんのお話を伺いなが

ら思いました。「コミュニケーションと

は自己との対話から始まる」というプラ

トンの言葉がありますが、CSRで例える

ならば、自分自身がCSRを理解し納得

していなければ、自分の周囲にCSRを

浸透させていくことはできないというこ

とです。そういう意味で、CSRを推進

する側の方々には今日のここでのお話

を踏まえ、自己との対話によってさらに

理解を深め、CSRを推進する力にして

いただきたく思います。

実践の積み重ねの中で見えてくる
CSRと人権のために必要な枠組み

水尾　会場の皆様よりいただいた多く
のご質問を、パネリストの方々にご回答

いただこうと思います。最初の質問は

私にいただきました。「社会的責任の一

つである情報流出防止のため、企業内

のすべてのパソコンの操作ログを記録

する監視ソフトを導入する企業が増え、

従業員のプライバシーが損なわれてい

る状況について、どうお考えですか」

という質問ですが、私は、現在の社会

DNPグループ行動規範に込められた思

いはDNPグループ全体で共有している

ことから、理想とする労使の関わりかた

については大体同じであると考えます。

また、共同宣言をつくるプロセスにおい

ては、まず、人事労務部門や組合の皆

さんに中心となっていただき、たたき台

となるものを用意しました。それを討議

してもらうよう各部門に下ろし、その中

であらゆる世代の意見をくむ懇談会の

機会を設けました。通常、労使という

と会社の幹部対組合という図式ですが、

ここで課題となるのが組合を卒業した

若手幹部社員の在り方なのです。立場

的に、どちらの意図もくみたいという思

いがあるにも関わらず、どちらからも情

報が入らない。このような層の社員が

存在する事実を把握した上で、いかな

る立場の人も疎外感を感じることのな

いよう、対話の機会を重ねました。

水尾　次は学生さんから笠原さんへの
質問です。「障がい者の方々と共に働く

健常者たちへの意識付けはどのように

していますか」とのことです。

笠原　面接のときに「うちには25名の
障害者がいますよ」という話はします。

しかし、頭で分かってはいても、障害

者との接し方が分からない。でも、そ

れでいいと考えています。あとは各自

が現場で、弊社の代表取締役を始めと

した先輩たちの姿から学びますから。

ただし、従業員の半数が障害者である

今、今後は個々に専門の勉強会を開く

などの必要性は感じています。

「企業らしさ」を打ち出した行動基準
社員全員の総意から始めるCSR

水尾　続いて、広告関係の方からです。
「100名ほどの会社ですが、行動指針の

原案を作成中です。留意点などがあれ

ばアドバイスください」とのことです。

ファンケルさん、お願いします。

中村　行動基準をつくるときに気をつ
けたことは「われわれにできること」、

そして「ファンケルらしさがでるもので

あること」。この二点を原則とした上で、

会社の規模、状況や社会背景に応じ、

その都度もっとも適切なものに更新し

ていくのが最善であると考えています。

水尾　では、CSRを社員に浸透させる
ための工夫などがあればご紹介くださ

い。ファンケルさん、いかがでしょうか。

中村　コンプライアンスの徹底に関し
て、ファンケルでは全社員に「私のコ

ンプライアンス行動基準手帳」を配布

しています。内容に関連した部署の社

員が、各部署を回り説明することもして

います。社会貢献活動に関しては、各

店舗レベルまで何らかの形で巻き込み

参加させることを意識しています。

水尾　続いて、笠原さんへ。「障がい者
雇用の拡大に尽力してきた中で、嬉し

かったことや保護者の方から寄せられ

た喜びの声などがあればお聞かせくだ

さい」とのことです。

笠原　私たちにとって、障害のある社
員が１年、2年と時間を経て成長をしな

がら仕事をしている姿を見ることほど

大きな喜びはありません。もうひとつ嬉

しく思うのは、彼らが自分で稼いだお

金を、仲間同士で行くボウリングや日帰

り旅行の代金にあてていることです。

自ら働いたお金で有意義な時間過ごす

彼らの姿は生き生きとしていて、私たち

も嬉しくなります。

水尾　次は、「風通しの良い企業風土を
つくるための具体的な取り組み例を教

えてください」とのお話がきていますの

で、これは私の経験からお話しいたし

ます。1997（平成9）年、資生堂の企業

倫理委員会が立ち上がり、私はその浸

透・定着に携わりました。そのときに強

く感じたことは、本社の人間だけが、

あるいは幹部だけが企業倫理をいくら

説いてもだめで、現場の人間を巻き込

んで、そこに共感が生まれてこそ、大

きな力は生まれます。こうした理由から、

当時、資生堂の行動基準を進めるリー

ダーを全国の現場から募集しました。

「あの若手が中心になってやっているな

ら協力しようじゃないか」という意識を

各現場で育て、一つの力にしていった

わけです。風通しの良い企業風土をつ

くるためには、CSRも同じでトップダウ

ンだけで進めるのではなく、関わる社

員全員の総意から始まるCSRであるこ

とが大切なのです。

すべてのステークホルダーの
満足を追求するコミュニケーションを

水尾　では、企業の課題となるパワハ
ラ、いじめ、残業問題、コミュニケー

ション不全、男女共同参画などに関係

する取り組み例があればご紹介くださ

い。ファンケルさん、お願いします。

中村　弊社には、パワハラやいじめな
ど内部告発も含めてヘルプラインが設

置されています。また、より良いコミュ

ニケーションを図るための施策として、

ノー残業デーを週に数日設け、仕事プ

ラスアルファのことを各自が見つけるこ

とを推奨しています。ほかにも、自己啓

発の機会を会社が提供しようという試

みから、月に1度、多岐にわたる分野か

ら講師をお招きし、自己改革セミナーを

人事部が主催しています。なるべく

フェース・トゥ・フェースの環境を整え

ることを意識しています。

水尾　DNPさんではどうでしょう。
神戸　女性の活躍支援に対する取り組
み例を紹介させてください。DNPでは

子育てと仕事の両立を支援する体制を

整えています。たとえば出産する本人、

上長、総務が出産の前後にやるべきこ

と、あるいは役所に出す手続きなどは

一覧表にまとめてあります。それに

沿って各自が仕事を進めることで、出

産する本人はもちろんのこと、周囲も安

心して業務が遂行できます。また、職

場復帰の前には職場復帰をスムーズに

するためのセミナー（DNPのウェブサ

イトでも公開：http://www.dnp.co.jp/

movie/080201/index.html）も開催して

います。こうした女性を対象にしたセミ

ナーであっても、男性を含めた社員全

員に情報公開をしていくことで、男性

社員も納得をした上で協力をしてくれ

るようになります。

水尾　では、まもなく時間ですので、
ファンケルさんから順に最後のまとめ的

なお言葉をお聞かせ下さい。

中村　今日は社会貢献に関してお話を

中村太郎
株式会社ファンケル　
社長室広報ユニット
広報グループマネージャー

笠原尚志
株式会社中西　
常務取締役

神戸好夫
DNP大日本印刷株式会社　
CSR推進室長

人権を核としたCSRの原点は
相手を思いやる心

●パネリスト

水尾順一
東京工業大学特任教授
駿河台大学教授・
経済研究所長
CSRイニシアチブ委員会代表

●コーディネーター

パネルディスカッション　東京会場	 TOKYO

coordinator
panelist
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過去の
セミナー概要
パンフレット

事例発表

P a m p h l e t

Act Now___23

セミナー
参加者の声
セミナー修了後、
参加者の皆様にお答えいただいた
アンケートの一部をご紹介します。

V o i c e

・企業の規模や業種によってさまざまなCSRの
取り組み方があることを認識することができ
て、非常に参考になりました。

・人権について、幅広く学ぶことができました。
・各企業の取り組み内容が具体的に分かり、と
ても勉強になりました。

・全体的にとても興味深いものがありました。
ぜひ会社でも報告したいと思います。

・障害者雇用のテーマは、従来のセミナー等で
は聞けなかった内容だったので、大変興味深
いものがありました。

・実例の発表に加え、学識者が意見を述べてく
れる形式だったので、とても分かりやすかっ
たです。

・人あっての企業、社会あっての企業というこ
とを強く感じさせていただく良い機会になり
ました。

・大企業と中小企業の比較がされていたのが良
かったと思います。

東京
TOKYO

大阪
OSAKA

水尾順一
東京工業大学特任教授、駿河台大学教授・
経済研究所長、経営学博士、CSRイニシ
アチブ委員会代表

田中宏司
立教大学経済学部客員研究員、経済産業
省・日本規格協会「ISO/SR国内対応委
員会」委員

谷本寛治
一橋大学大学院商学研究科教授

コーディネーター

事例発表

●「ありがとう」のあふれる社会を目指して
オザキエンタープライズ株式会社

●「我が信条」に基づく経営
ジョンソン・エンド・ジョンソン株式会社メディカルカンパニー

●社会から必要とされる企業であり続けるために
東陶機器株式会社

●「人」が基本の経営
クロイ電機株式会社

●大和証券グループのCSR経営
株式会社大和証券グループ本社

●ユニ・チャームのCSR推進
ユニ・チャーム株式会社

●帝人グループのCSRとコンプライアンス・企業倫理
帝人株式会社

●企業の社会的責任（CSR）と人権 〜NECの取り組み〜
日本電気株式会社（NEC）

●人づくりは企業ができる最高の社会貢献
南富士産業株式会社

梅田 徹
麗澤大学外国語学部教授、麗澤大学企業
倫理研究センター副センター長

水尾順一
駿河台大学経済学部・同大学院経済学研
究科教授・博士（経営学）、立教大学大学
院・専修大学兼任講師、駿河台大学企画
広報委員長、資生堂社友、CSRイニシア
チブ委員会代表

コーディネーター

事例発表
●CSRを通じた企業と社会の対話

イオン株式会社

●顧客のニーズを知る
〜ユニバーサルデザインタクシー導入で見えてきたこと〜
肥後タクシー有限会社

●できることからはじめていく ユニクロの社会貢献への取り組み
〜ひとりの元気がみんなのやる気につながる障害者雇用〜
株式会社ユニクロ

●地域社会から信頼される企業づくりをめざして
株式会社アイワード

●ベネッセコーポレーションのCSR（企業の社会的責任）と人権
株式会社ベネッセコーポレーション

●企業の社会的責任と人権 〜リコーの取り組み〜
株式会社リコー

水尾順一
駿河台大学経済学部・同大学院経済学研
究科教授・博士（経営学）、駿河台大学企
画広報委員長、立教大学大学院兼任講師、
専修大学兼任講師、資生堂社友

田中宏司
立教大学大学院経済学研究科教授、ISO
／ SRI国内対応委員会委員

コーディネーター

事例発表

●自ら考え、行動する人づくり 〜損保ジャパンのCSRの考え方〜
株式会社損害保険ジャパン

●社員教育（体験教育）」
七福醸造株式会社

●松下電器のCSRへの取組み
松下電器産業株式会社

●企業の社会的責任としての女性活躍支援
〜ニチレイの取り組み〜
株式会社ニチレイ

●海外難民眼鏡寄贈活動
株式会社富士メガネ

●資生堂の人権啓発活動進
株式会社資生堂

稲積謙次郎
ジャーナリスト、株式会社西広顧問

横田洋三
中央大学法学部教授、国連人権促進保
護小委員会委員、国連大学学長特別顧問、
国際労働機関（ILO）条約勧告適用専門
家委員会委員

コーディネーター

●ザ・ボディショップのバリューズ（価値観）
ザ・ボディショップ・ジャパン〈株式会社イオンフォレスト〉

●人権業務に携わって 〜企業担当者としての想い
東日本旅客鉄道株式会社

●人権の視点から『社会的責任』を考える
ソニー株式会社

●人権啓発推進元年の取り組みと展望
株式会社ジェーシービー

●企業における人権啓発活動 〜中外製薬（株）の場合〜
中外製薬株式会社

●エイズへの取り組みを通して見た企業と人権
リーバイ・ストラウス ジャパン株式会社

平成18年度

平成17年度

平成16年度（在庫なし）

平成15年度（在庫なし）

・これまで漠然とした言葉でしか知らなかった
「CSR」について、理解を深めることができま
した。
・人権の社内啓発活動に取り組んでいる真剣な
企業事例を知り、何か小さなことからでも始
めなければならないと感じました。

・このセミナーに参加するまでは、CSRと人権
を別々に考えていましたが、そうではないこ
とを新たに気づくことができました。

・実際に取り組みをされている企業の方からの
生の声だったので、とても心に響くものがあ
りました。
・CSRと人権の関わりがいかに深いものかが分
かり、もっと考え見つめなおしていく必要が
あるものだと改めて感じました。

・これからの企業は「人」を起点とした経営が
重要なのだと思いました。今春から社会人と
して働く上で非常に良い勉強となりました。

中小企業庁ホームページからダウンロードできます。（裏表紙参照）


